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ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和４年度決算の状況及び令和５年４月 1 日から令和５年９月 30

日までの間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負

担の状況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせする

ものです。 
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Ⅰ 令和４年度決算の概要 

 １ 一般会計 

（１） 総括 

令和４年度は、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現を目指し、県民の命と健康、暮らし

を守り、社会経済活動との両立に注力するとともに、「いばらきの底力」を最大限引き出しながら、

未来を見据えた施策を積極的に推進し、本県の重要な課題に対応するための事業に取り組みました。 

なお、令和４年度の決算額は、歳入では、臨時財政対策債の減による県債の減等、歳出では、新型コ

ロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の減等により歳入歳出ともに前年度を下回る規模

となりました。 

また、歳出決算額のうち新型コロナウイルス感染症関連事業は2,196億円となっております。 
 

地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率は、いずれの比率も早期健全化基準未満となっ

ております。このうち、将来負担比率については、職員の平均年齢の低下による退職手当負担見込額

の減や、充当可能な財源（基金）の増などにより、170.0％（見込み）と前年度に比べ2.8ポイント

減少したところです。 
 

将来負担比率など財政状況を示す指標は改善の傾向にありますが、社会保障関係費等の義務的な経

費の増加などにより、本県の財政構造は、今後より一層硬直化していくことが見込まれます。 

引き続き、本県が飛躍していくために真に必要な事業に積極果敢に取り組みながら、施策の選択と

集中を徹底し、限られた財源の有効活用を図ることで、本県が将来にわたって発展していくための健

全な財政構造の確立に努める必要があります。 
 

【ポイント】 

◆令和４年度一般会計決算見込み 

○決算規模 

  ・歳 入：１兆４，２２４億円（△３８２億円、△２．６％） 
臨時財政対策債の減による県債の減、国庫支出金の減 

※実質的県税ベース（県税、地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車重量譲与税の 

合計額）は、5,295 億円と過去最高 

・歳 出：１兆３，９２８億円（△３４８億円、△２．４％） 
新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の減、カーボンニュートラル産業拠点創出 

推進基金積立金の減 

※新型コロナウイルス感染症関連事業(2,196 億円)を除く歳出決算額は１兆 1,732 億円 

 (△111 億円、△０．９％) 
 

○実質収支：１９６億円（△２０億円）  
    Ｈ29：65 億円、H30:69 億円、Ｒ元:68 億円、Ｒ２:240 億円、Ｒ３：216 億円 
 

○県債現在高：２兆１，１８３億円 （△２０６億円、△１．０％） 
    通常県債残高は増加（＋８０億円、＋０．７％） 

特例的県債残高は減少（△２８７億円、△２．９％） 
＊「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や減収補塡債など）  
 

◇地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率（見込み） 
    いずれも早期健全化基準に該当しない 

○実質赤字比率、連結実質赤字比率：該当なし（R３：該当なし） 
○実質公債費比率：   9.3%（＋ 0.1%） （R３：  9.2%、 34 位、全国平均：  10.1%） 
○将 来 負 担 比 率： 170.0%（△ 2.8%）  （R３：172.8%、 23 位、全国平均：160.3%） 
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（２） 令和４年度一般会計決算見込み 

ア 決算収支 

令和４年度一般会計の決算額は、歳入総額1 兆4,223 億72 百万円、歳出総額1 兆3,927 億79 百万円で、

前年度と比較すると、歳入においては 381 億54 百万円、2.6％の減、歳出においては 347 億円 92 百万円、

2.4％の減となっています。 
 

この結果、歳入歳出差引（形式収支）は、295 億93 百万円となりましたが、このうち令和５年度への繰越事

業の財源として 99 億51 百万円を充当しましたので、令和４年度の収入と支出の実質的な差額である実質収

支は、196 億42 百万円の黒字となりました。 

 

 

＜令和４年度一般会計決算収支＞ 

（単位：百万円） 

区                   分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

歳 入 総 額  ( A ) 1,422,372 1,460,526 △38,154 △2.6% 

歳 出 総 額  ( B ) 1,392,779 1,427,571 △34,792 △2.4% 

歳 入 歳 出 差 引  ( C ) = ( A ) - ( B ) 

（形式収支） 
29,593 32,955 △3,362 △10.2% 

翌年度に 繰り 越す べ き 財源（ Ｄ ） 9,951 11,357 △1,406 △12.4% 

実 質 収 支  ( E ) = ( C ) - ( D ) 19,642 21,598 △1,956  

＊ 実質収支＝歳入歳出差引－翌年度に繰り越すべき財源 

＊ 実質収支には、新型コロナウイルス感染症対策に係る国庫支出金の実績確定による国への返還額等 

（95 億円）が含まれており、それを除いた実質収支は、101 億円の黒字となります。 
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イ 歳入決算 
令和４年度の歳入決算額は、1 兆 4,223 億 72 百万円で、前年度に比べ 2.6％の減となっています。 
歳入の主なものについては、以下のとおりです。 
 

①県税は、企業収益の増による法人事業税の増等により、240億70百万円、6.1％増の4,213億59百万円 

なお、県税に、地方消費税清算金、特別法人事業譲与税、自動車重量譲与税を加えた実質的県税ベー

スでは、309 億67 百万円、6.2%増の 5,294 億74 百万円 

②地方交付税は、普通交付税の減等により、136 億67 百万円、6.2％減の 2,050 億 77 百万円 

③国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対策に係る交付金の減等により、250 億12 百万円、8.4％減

の 2,714 億 97 百万円 

④諸収入は、中小企業融資資金貸付金に係る償還金の増等により、55 億24 百万円、4.2％増の 

1,375 億40 百万円 

⑤県債は、臨時財政対策債の減等により、358 億6 百万円、23.6％減の 1,161 億95 百万円 
 

これらの結果、自主財源（県税、分担金、使用料など、県が自主的に収入しうる財源）は 7,690 億 35 百万円

で、前年度に比べ 288 億84 百万円、3.9％増加し、その構成比は歳入全体の 54.1％となります。これに対し、

依存財源（国庫支出金、地方交付税、県債など、国から定められた額を交付されたり、割り当てられたりする

収入）は 6,533 億37 百万円で、前年度に比べ 670 億38 百万円、9.3％減少し、その構成比は歳入全体の

45.9％になります。 
 

＜令和４年度一般会計歳入決算状況＞       表中「※」印は、自主財源 
         （単位：百万円） 

区           分 

令 和 ４ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 ※ 421,359（  29.6%） 397,289（  27.2%） 24,070 6.1% 

地 方 消 費 税 清 算 金 ※ 139,653（   9.8%） 134,394（   9.2%） 5,259 3.9% 

地 方 譲 与 税  57,904（   4.1%） 50,284（   3.5%） 7,620 15.2% 

地 方 特 例 交 付 金  2,025（   0.1%） 2,127（   0.1%） △102 △4.8% 

地 方 交 付 税  205,077（  14.4%） 218,744（  15.0%） △13,667 △6.2% 

 
 
 
 

普 通 交 付 税 
特 別 交 付 税  
震災復興特別交付税 

 

 

 

201,936（  14.2%） 

2,324（   0.1%） 

817（   0.1%） 

215,364（  14.8%） 

1,836（   0.1%） 

1,544（   0.1%） 

△13,428 

488 

△727 

△6.2% 

26.6% 

△47.1% 

交通安全対策特別交付金  639（   0.0%） 710（   0.0%） △71 △10.0% 

分 担 金 及 び 負 担 金 ※ 8,709（   0.6%） 8,779（   0.6%） △70 △0.8% 

使 用 料 及 び 手 数 料 ※ 15,870（   1.2%） 16,595（   1.2%） △725 △4.4% 

国 庫 支 出 金  271,497（  19.1%） 296,509（  20.3%） △25,012 △8.4% 

財 産 収 入 ※ 4,060（   0.3%） 2,820（   0.2%） 1,240 44.0% 

寄 附 金 ※ 193（   0.0%） 226（   0.0%） △33 △14.6% 

繰 入 金 ※ 8,695（   0.6%） 9,009（   0.6%） △314 △3.5% 

繰 越 金 ※ 32,956（   2.3%） 39,023（   2.7%） △6,067 △15.5% 

諸 収 入 ※ 137,540（   9.7%） 132,016（   9.0%） 5,524 4.2% 

県   債  116,195（   8.2%） 152,001（  10.4%） △35,806 △23.6% 

計 1,422,372（ 100.0%） 1,460,526（ 100.0%） △38,154 △2.6% 
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（参考１） 実質的県税の状況 

（単位：百万円） 

区           分 
令 和 ４ 年 度 

決 算 額 

（Ａ） 

令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（B） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

県 税 421,359 397,289 24,070 6.1% 

地 方 消 費 税 清 算 金 53,736 54,649 △913 △1.7% 

特 別 法 人 事 業 譲 与 税 53,852 46,240 7,612 16.5% 

自 動 車 重 量 譲 与 税 526 329 197 59.8% 

計 529,474 498,507 30,967 6.2% 

   ＊ 表示単位未満四捨五入の関係で、計及び増減欄が一致しない場合がある 
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ウ 歳出決算 

令和４年度の歳出決算額は、1 兆 3,927 億 79 百万円で、前年度に比べ 2.4％の減となっています。 

歳出の概要の款別（経費の目的・機能ごと）及び性質別（経費の性質・使途ごと）の主なものは、以下のとお

りです。 

(ア)歳出決算の款別（目的別）内訳 

歳出決算を款別（目的別）に分類してみると、最も構成比が高いのは保健福祉費で 21.8％、次いで教育費

19.2％、諸支出金12.3％となっています。 

主なものは、以下のとおりです。 

①総務費は、財政調整基金積立金の増等により、99 億 25 百万円、15.2％増の 753 億75 百万円 

②企画開発費は、カーボンニュートラル産業拠点創出推進基金積立金の減等により、188 億 65 百万円、

59.7％減の 127 億46 百万円 

③保健福祉費は、生活福祉資金貸付原資等助成費の減等により、25 億 69 百万円、0.8％減の 

3,029 億2 百万円 

④商工費は、新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の減等により、326 億 75 百万円、

17.1％減の 1,580 億37 百万円 

⑤農林水産業費は、家畜伝染病予防事業費の増等により、64 億20 百万円、15.8％増の 471 億46 百万円 

⑥教育費は、高等学校特別教室・体育館空調整備事業費の減等により、13 億38 百万円、0.5％減の 

2,679 億83 百万円 

 

＜令和４年度一般会計款別（目的別）歳出決算状況＞ 

（単位：百万円） 

区           分 
令 和 ４ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（B）   （シェア） 

増 減 額 

(C)=(A)-(B) 

増 減 率 

(C)/(B) 

議 会 費 1,566（  0.1%） 1,558（  0.1%） 8 0.5% 

総 務 費 75,375（  5.4%） 65,450（  4.6%） 9,925 15.2% 

企 画 開 発 費 12,746（  0.9%） 31,611（  2.2%） △18,865 △59.7% 

生 活 環 境 費 11,827（  0.9%） 11,361（  0.8%） 466 4.1% 

保 健 福 祉 費 302,902（ 21.8%） 305,471（ 21.4%） △2,569 △0.8% 

労 働 費 2,120（  0.2%） 2,249（  0.2%） △129 △5.7% 

農 林 水 産 業 費 47,146（  3.4%） 40,726（  2.8%） 6,420 15.8% 

商 工 費 158,037（ 11.3%） 190,712（ 13.4%） △32,675 △17.1% 

土 木 費 135,087（  9.7%） 138,658（  9.7%） △3,571 △2.6% 

警 察 費 61,656（  4.4%） 62,625（  4.4%） △969 △1.5% 

教 育 費 267,983（ 19.2%） 269,321（ 18.9%） △1,338 △0.5% 

災 害 復 旧 費 409（  0.0%） 594（  0.0%） △185 △31.1% 

公 債 費 144,407（ 10.4%） 144,147（ 10.1%） 260 0.2% 

諸 支 出 金 171,518（ 12.3%） 163,088（ 11.4%） 8,430 5.2% 

計 1,392,779（100.0%） 1,427,571（100.0%） △34,792 △2.4% 
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(イ)歳出決算の性質別内訳 

歳出は、性質別に「義務的経費」、「投資的経費」及び「その他の経費」に大きく分けることができます。 
義務的経費は、人件費、扶助費及び公債費の合計であり、令和４年度決算額は4,867億48百万円で、歳出

総額の 34.9％を占めています。投資的経費は、普通建設事業費及び災害復旧事業費などからなり、補助事

業費、単独事業費及び直轄事業負担金に分けられ、その合計は、1,700 億81 百万円で、12.2％を占めていま

す。その他の経費は、7,359 億50 百万円で、52.9％を占めています。 

主なものは、以下のとおりです。 

 

①義務的経費のうち人件費は、期末勤勉手当の減等により、38億9百万円、1.2％減の3,114億円、扶助費

は、新型コロナウイルス感染症の検査費用等の公費負担の増等により、28 億62 百万円、10.1％増の

312 億 93 百万円 
 

②投資的経費は、地方道路整備費の減等による補助事業費の減、合併市町村幹線道路緊急整備支援事

業費の増等による単独事業費の増等により、補助・単独・直轄合計で 23 億46 百万円、1.4％減の 1,700

億81 百万円 
 

③その他の経費のうち、物件費は、新型コロナウイルス感染症の宿泊療養施設の運営費の増等により、

179 億67 百万円、28.5％増の 810 億19 百万円、補助負担交付金は、新型コロナウイルス感染症の入院

病床確保に係る補助事業費や新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金の減等により、

316 億 65 百万円、6.3％減の 4,685 億77 百万円、積立金は、カーボンニュートラル産業拠点創出推進基

金積立金の減等により、214 億70 百万円、30.7％減の 484 億 10 百万円 

 

＜令和４年度一般会計性質別歳出決算状況＞ 

 （単位：百万円） 

   区         分 

令 和 ４ 年 度 

決 算 額 

（Ａ）  （シェア） 

令 和 ３ 年 度 

決 算 額 

（Ｂ）  （シェア） 

増減額 

(C)=(A)-(B) 

増減率 

(C)/(B) 

義 務 的 経 費 486,748（ 34.9%） 487,443（ 34.1%） △695 △0.1% 

 

  人 件 費 311,400（ 22.4%） 315,209（ 22.0%） △3,809 △1.2% 

  扶 助 費 31,293（  2.2%） 28,431（  2.0%） 2,862 10.1% 

  公 債 費 144,055（ 10.3%） 143,803（ 10.1%） 252 0.2% 

投 資 的 経 費 170,081（ 12.2%） 172,427（ 12.1%） △2,346 △1.4% 

  補 助 事 業 費 95,405（  6.8%） 102,712（  7.2%） △7,307 △7.1% 

 

 単 独 事 業 費 48,396（  3.5%） 43,198（  3.0%） 5,198 12.0% 

 直轄事業負担金 26,280（  1.9%） 26,517（  1.9%） △237 △0.9% 

そ の 他 の 経 費 735,950（ 52.9%） 767,701（ 53.8%） △31,751 △4.1% 

 

  物 件 費 81,019（  5.8%） 63,052（  4.4%） 17,967 28.5% 

 出 資 ・ 貸 付 金 104,040（  7.5%） 100,658（  7.1%） 3,382 3.4% 

 補助負担交付金 468,577（ 33.6%） 500,242（ 35.0%） △31,665 △6.3% 

 積 立 金 48,410（  3.5%） 69,880（  4.9%） △21,470 △30.7% 

 維 持 補 修 費 9,002（  0.7%） 8,788（  0.6%） 214 2.4% 

 繰 出 金 24,902（  1.8%） 25,081（  1.8%） △179 △0.7% 

計 1,392,779（100.0%） 1,427,571（100.0%） △34,792 △2.4% 

6



 

 

エ 県債現在高 

県債現在高は、通常県債残高が80億12百万円、0.7％増加し、特例的県債残高が286億55百万円、2.9％
減少したことにより、206 億 42 百万円、1.0％減少しました。 

これは、通常県債については、国の「国土強靱(きょうじん)化のための５か年加速化対策」に伴う防災・減災
事業の増加によるもの、また、特例的県債については、臨時財政対策債の発行減などによるものです。 

持続可能で健全な財政構造を確立するため、今後も、公共投資の重点化・効率化などを図ることにより、県
債の新規発行額を適切にコントロールし、県債残高（国の地方財政対策による特例的県債を除く）の縮減に取
り組んでいきます。 

（単位：百万円） 

区          分 令和４年度 令和３年度 増減額 増減率 

県 債 現 在 高 2,118,287 2,138,929 △20,642 △1.0% 

 通常県債現在高 1,151,367 1,143,355 8,012 0.7% 

特例的県債現在高 966,920 995,575 △28,655 △2.9% 

＊ 「通常県債」：公共投資に充てる県債や退職手当債など県の政策判断により発行をコントロールできる県債 

＊ 「特例的県債」：地方の財源不足を補うために、国の制度に基づき発行する特例的な県債（臨時財政対策債や減収補塡債など） 
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 ２ 特 別 会 計 

特別会計は、特定の事業を行う場合その他特定の収入をもって特定の歳出に充てる場合で、一般会計と区別して経

理する必要があるものについて設置しています。 

会計別の令和４年度決算の状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和４年度特別会計決算状況＞ 

（単位：百万円） 

会 計 名 予  算  額 
歳入決算額 

(A) 

歳出決算額 

(B) 

歳入歳出 

差 引 額 

(A)－(B) 

令和３年度 

歳出決算額 

(C) 

伸 率 

((B)／(C)) 

         ％ 

競 輪 事 業 19,959 20,288 19,442 846 20,133 96.6 

公 債 管 理 174,419 174,382 174,382 － 147,119 118.5 

市町村振興資金 1,455 1,454 913 541 1,299 70.3 

鹿 島 臨 海 工 業 

地 帯 造 成 事 業 
2,736 4,159 1,956 2,203 3,218 60.8 

母子・父子・寡婦 

福 祉 資 金 
265 271 52 219 69 75.4 

県 立 医 療 大 学 

付 属 病 院 
3,111 3,141 3,071 70 2,963 103.6 

中小企業事業資金 595 530 494 36 500 98.8 

農 業 改 良 資 金 419 419 73 346 69 105.8 

林業・木材産業 

改 善 資 金 
158 158 0 158 0 100.0 

沿岸漁業改善資金 347 347 0 347 0 100.0 

公共用地先行取得

事 業 
－ － － － － － 

国民健康保険事業 255,933 250,840 246,538 4,302 253,867 97.1 

港 湾 事 業 8,790 8,133 7,592 541 10,620 71.5 

都 市 計 画 事 業 

土地区画整理事業 
20,592 31,820 18,624 13,196 20,686 90.0 

計 488,779 495,942 473,137 22,805 460,543 102.7 
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 ３ 企 業 会 計 

  地方公営企業法を適用し、いわゆる企業会計方式により県が経営している事業は、病院事業、水道事業、工業用水道事

業、地域振興事業、鹿島臨海都市計画下水道事業、流域下水道事業の 6事業です。企業会計には経常的な経営活動を示す

もの（収益的収支及び支出）及び建設改良事業等の資本的な収支を示すもの（資本的収入及び支出）があります。 

  企業会計の令和４年度決算の状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和４年度企業会計決算状況＞ 

（単位：百万円，%） 

会  計  名 科   目 

令和３年度 

決 算 額 

(A) 

令和４年度 

決 算 額 

(B) 

伸  率 

((B)／(A)) 

病 院 事 業 

収 益 的 支 出 24,672 24,952 101.1 

資 本 的 支 出 3,843 3,230 84.0 

計 28,515 28,182 98.8 

水 道 事 業 

収 益 的 支 出 16,686 17,601 105.5 

資 本 的 支 出 9,395 10,866 115.7 

計 26,081 28,467 109.1 

工 業 用 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 11,226 11,179 99.6 

資 本 的 支 出 7,666 7,035 91.8 

計 18,892 18,214 96.4 

地 域 振 興 事 業 

収 益 的 支 出 925 86 9.3 

資 本 的 支 出 7,263 6,113 84.2 

計 8,188 6,199 75.7 

鹿 島 臨 海 都 市 計 画 

下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 3,085 3,060 99.2 

資 本 的 支 出 1,525 2,507 164.4 

計 4,610 5,567 120.8 

流 域 下 水 道 事 業 

収 益 的 支 出 16,364 16,794 102.6 

資 本 的 支 出 6,959 7,010 100.7 

計 23,323 23,804 102.1 

計 

収 益 的 支 出 72,958 73,672 101.0 

資 本 的 支 出 36,651 36,761 100.3 

計 109,609 110,433 100.8 
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４ 健全化判断比率及び資金不足比率 

（１） 健全化判断比率 

前年度に引き続き、４指標すべてにおいて早期健全化判断基準未満となっております。 

①実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質収支が赤字であった会計がないため、該当なしの見込 

みです。 

②実質公債費比率は、前年度から 0.1 ポイント増の 9.3％となる見込みです。 

③将来負担比率は、職員の平均年齢の低下による退職手当負担見込額の減や、充当可能な財源（基金）

の増などにより、前年度に比べ 2.8 ポイント減少し、170.0％となる見込みです。 

 

（  ）：全国順位 

区              分 令和４年度 令和３年度 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 － － 3.75% 5% 

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 8.75% 15% 

実 質 公 債 費 比 率 9.3% 9.2% (34位) 25% 35% 

将 来 負 担 比 率 170.0% 172.8% (23位) 400%  

 

（財政指標の年度別推移） ※全国平均は加重平均 

実質公債費比率                                                         （単位：％） 
区   分 Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R１ R２ R３ R４ 

茨   城 13.9  13.3  12.1  11.0  10.2  9.8  9.6  9.5  9.2  9.3  

全国平均 13.5  13.1  12.7  11.9  11.4  10.9  10.5  10.2  10.1  (未公表) 

将来負担比率                                                           （単位：％） 
区   分 H２５ H２６ H２７ H２８ Ｈ２９ Ｈ３０ R１ R２ R３ R４ 

茨   城 250.1  237.1  224.9  221.0  213.3  206.8  204.0  196.9  172.8  170.0  

全国平均 200.7  187.0  175.6  173.4  173.1  173.6  172.9  171.3  160.3  (未公表) 

 

２ 資金不足比率 

前年度に引き続き、対象となる８つの公営企業会計すべてで資金不足は生じておりません。 

 

区              分 令和４年度 令和３年度 経営健全化基準 財政再生基準 

資 金 不 足 比 率 － － 20%  

※対象となる公営企業会計 

      水道事業会計、工業用水道事業会計、病院事業会計、鹿島臨海都市計画下水道事業会計、地域振興事

業会計、流域下水道事業会計、港湾事業特別会計、都市計画事業土地区画整理事業特別会計 

 

実 質 赤 字 比 率：一般会計等に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
連結実質赤字比率：全会計に係る実質赤字額の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 
 
実質公債費比率：一般会計等が負担する元利償還金等の標準財政規模に対する比率（フロー指標） 

［過去３年間の平均］ 
 
将 来 負 担 比 率：公営企業、出資法人等を含めた、一般会計等が将来負担すべき実質的負債の標準財政 

規模に対する比率（ストック指標） 
 
資 金 不 足 比 率：公営企業会計ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率(フロー指標) 
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Ⅱ 令和５年度６月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

原油価格・物価高騰の影響を受ける、医療機関、福祉施設、畜産農家、特別高圧契約で受電す

る中小企業等に対する支援や、事業構造の転換につながる投資を促進するための事業のほか、県

政の課題等へ対応するために、必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

今回補正予算 

Ｂ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，２９２，１９３ ７，９２４ １，３００，１１７ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）原油価格・物価高騰対策                    ７，７９９ 

  ① 事業者・生活者支援                      ４，８８７ 

新 医療機関等物価高騰対策支援事業                    ８６０ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける病院、診療所、薬局、施術所、助産所などに対する補助） 

新 福祉施設等物価高騰対策支援関連事業                １，３１８ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける高齢者施設、障害者施設、児童養護施設などに対する補助） 

新 私立学校等物価高騰対策支援関連事業                  １１６ 

（光熱費等の高騰の影響を受ける私立の幼稚園、保育所、高等学校、看護師養成所などに対する補助） 

    新 特別高圧受電施設等電気料金支援事業                １，７６５ 

(電気を特別高圧契約で受電する中小企業等に対する電気料金負担軽減のための支援) 

新 乾牧草価格高騰激変緩和対策事業                    ７５２ 

(輸入乾牧草価格の高騰の影響を受ける酪農家などに対する補助) 

新 交通事業者等原油価格高騰緊急支援事業                  ４３ 

（燃料価格の高騰の影響を受ける地域鉄道、バス、タクシー、運転代行業者に対する補助） 

新 学校給食等物価高騰対策事業                       ３３ 

(県立学校における給食等の食材価格高騰分に対する補助) 
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② 事業構造の転換への支援                    ２，９１２ 

新 いばらきエネルギーシフト促進事業                 １，９５１ 

(再生可能エネルギーの導入のための設備整備を行う事業者に対する補助) 

・ アンモニアサプライチェーン構築実行可能性調査事業            ２０ 

(本県を起点としたアンモニアの広域供給に係る輸送方法調査の追加) 

新 稼げる地域観光支援事業                        ５４５ 

(インバウンド向けコンテンツ造成及び高付加価値化に対する支援) 

・ ひたちなか大洗リゾート構想推進事業                   ２２ 

（大洗エリア・海門橋周辺エリアの交通渋滞緩和を図るための実証実験） 

新 ＩＴパスポート等取得支援事業                      ２４ 

(労働生産性向上のため従業員のデジタルスキル向上に取り組む企業に対する補助) 

新 飼料国内自給化緊急対策事業                      ２３９ 

(食品残渣の飼料化や自給飼料の生産拡大のための取組に対する補助) 

・ 儲かる産地支援事業                          １０２ 

(輸入に依存する麦・大豆の国産化や米粉用米の生産拡大のための機械・施設等に対する補助) 

・ いばらきオーガニックステップアップ事業                  ９ 

（県産有機農産物の需要拡大に向けた差別化指標となる内容成分等の調査の追加） 

 

 （２）県政の課題等への対応                       １２５ 

    ・ わくわく茨城生活実現事業                       １２５ 

（東京圏から本県への移住者の増加に伴う移住支援金の増） 

 

４ 債務負担行為                     

・豚熱経営対策緊急支援資金 ２件（７１百万円） 
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４２６，８３１  －  ４２６，８３１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４３，７８１  －  １４３，７８１  

地 方 譲 与 税 ５４，５１８  －  ５４，５１８  

地 方 特 例 交 付 金 ２，０００  －  ２，０００  

地 方 交 付 税 １９６，３６８  －  １９６，３６８  

交通安全対策特別交付金 ７３６  －  ７３６  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１５１  －  ８，１５１  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８３８  －  １５，８３８  

国 庫 支 出 金 １６４，７１２  ７，８８２  １７２，５９４  

財 産 収 入 １，９７２  －  １，９７２  

寄 附 金 １３２  －  １３２  

繰 入 金 ４５，９２７  ４２  ４５，９６９  

繰 越 金 ５，０００  －  ５，０００  

諸 収 入 １４２，３００  －  １４２，３００  

県 債 ８３，９２７  －  ８３，９２７  

計 １，２９２，１９３  ７，９２４  １，３００，１１７  
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 ６ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８１  －  １，６８１  

総 務 費 ４１，２７６  －  ４１，２７６  

企 画 開 発 費 １４，１４５  １９０  １４，３３５  

生 活 環 境 費 ６，５７６  １，９５１  ８，５２７  

防災・危機管理費 ４，９８５  －  ４，９８５  

保 健 医 療 費 １３７，４４５  ８６３  １３８，３０８  

福 祉 費 １２６，１６３  １，３９６  １２７，５５９  

労 働 費 ２，７６０  －  ２，７６０  

農 林 水 産 業 費 ４０，５３３  １，１０２  ４１，６３５  

営 業 戦 略 費 ６，３２８  ５４５  ６，８７３  

立 地 推 進 費 １９，７５５  －  １９，７５５  

商 工 費 １２１，２６９  １，８０９  １２３，０７８  

土 木 費 １００，２５４  －  １００，２５４  

警 察 費 ６２，６２５  －  ６２，６２５  

教 育 費 ２５８，５７５  ６８  ２５８，６４３  

災 害 復 旧 費 ８４２  －  ８４２  

公 債 費 １６２，３０９  －  １６２，３０９  

諸 支 出 金 １８２，６７２  －  １８２，６７２  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，２９２，１９３  ７，９２４  １，３００，１１７  
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Ⅲ 令和５年度６月補正予算案の追加提案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

令和５年梅雨前線による大雨及び台風第２号により県民の日常生活に甚大な影響が生じている

ことから、住宅の応急修理などに必要な経費や、生活再建に向けた支援、被災した中小企業の負

担軽減や社会福祉施設の復旧など、緊急性が高い事業について、スピード感を持って予算計上す

るもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

補正予算 

［既提出分］Ｂ 

補正予算 

［追加分］Ｃ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

一般会計 １，２９２，１９４ ７，９２４ ７３９ １，３００，８５７ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、一般財源基金からの繰入金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）生活再建支援 

・ 災害救助費                               ２８２ 

（災害救助法に基づく避難所の設置や住宅の応急修理などの経費） 

・ 災害援護資金貸付事業                           ７７ 

（災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく被災者への災害援護資金の貸付） 

  ・ 被災者生活再建支援補助事業                        ２６ 

(被災者生活再建支援法が適用とならない被災者に対する県独自の支援) 

新 県災害見舞金支給事業                            ２ 

（被災者に対する県独自の見舞金の支給） 

・ 感染症予防医療法施行事業                         １０ 

(感染症の発生予防やまん延防止のために市町村が実施する消毒に対する補助) 

 （２）中小企業への支援 

・ 中小企業融資資金貸付金                 【融資枠６５０】２１７ 

・ 中小企業信用保証料助成                           ８ 

・ 緊急対策融資利子補給事業                          ２ 

（被災した中小企業に対する災害対策融資枠の拡充及び利子補給等） 
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 （３）その他の支援 

新 社会福祉施設災害復旧事業                        １１５ 

（被災した幼児教育・保育施設、高齢者施設、障害者施設の復旧に対する補助） 

 

４ 債務負担行為 

   ・中小企業融資資金貸付金 ２件（２４百万円） 
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Ⅳ 令和５年度９月補正予算案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

原油価格・物価高騰を機に、本県の特産物である干しいも、メロンに着目した新たなチャレン

ジを支援するための事業や、特別支援学校の新設をはじめとした県政の課題等への対応のほか、

本年６月の大雨からの災害復旧など社会資本の整備に必要な予算を計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 現計 Ａ 今回補正予算 Ｂ 補正後計 Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，３００，８５７ ６，６０５ １，３０７，４６２ 

特別会計 ４５８，３３０ － ４５８，３３０ 

企業会計 １６３，８５１ ４，６２８ １６８，４７９ 

計 １，９２３，０３８ １１，２３３ １，９３４，２７１ 

 ・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）原油価格・物価高騰対策                      ６５０ 

新 干しいも資源循環モデル形成支援事業                  ２６０ 

（干しいも未利用部分の飼料化等に必要な施設や機械等導入に対する補助） 

新 干しいも残渣養殖餌料化検証事業                      ９ 

（干しいも残渣を活用した養殖魚用エサの試作、成分分析等の実証試験の実施） 

新 化学肥料削減緊急支援事業                       ３５８ 

（化学肥料の削減に取り組む農業者を対象とした肥料価格高騰分に対する支援） 

新 メロン産地新市場開拓チャレンジ事業                   ２３ 

（メロンのブランド力強化と輸出拡大のための安定生産に向けた設備等に対する補助） 

 （２）新型コロナウイルス感染症対策                 ２，００１ 

・ 介護施設等感染拡大防止事業                    ２，００１ 

（感染者等が発生した介護施設等のかかり増し経費や施設内療養費用の支援の増） 

 （３）県政の課題等への対応                       ５８０ 

【地域振興事業会計含み ５，２０８】 

・ ひたちなか地区土地造成事業【地域振興事業会計】          ４，６２８ 

（ひたちなか地区における工業団地の設計・測量、用地取得、造成工事等） 
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新 （仮称）神栖特別支援学校整備事業                   ２５８ 

（児童生徒の長距離通学の解消に向け神栖市内に新たに特別支援学校を建設するための設計等） 

新 法人参入型農業団地形成モデル事業                     ４ 

（農業団地形成に適したエリアの調査を実施する市町村に対する補助） 

新 茨城ご当地グルメ総選挙開催準備事業                   １０ 

（食を通した地域振興を図るための新たな「ご当地グルメ」の開発支援等） 

新 過疎地域インターン促進事業                       １６ 

（過疎地域の中小企業等と都市部の大学生による実践型インターンの実施） 

・ いばらきｅスポーツ産業創造プロジェクト事業                ８ 

（企業版ふるさと納税を活用した、高校生など若年層対象のｅスポーツイベントの開催等） 

・ 難病審査会関連事業                           １１ 

（指定難病患者等への登録者証発行のためのシステムの改修） 

・ 県立学校先端技術活用教育推進事業                    ２０ 

（県立中学校向け１人１台端末の更新整備） 

 （４）社会資本の整備                        ３，３７４ 

・ 国補公共事業                           １，４１９ 

（国内示増に伴う橋梁修繕等や、農地及び土地改良施設の災害復旧事業等） 

・ 県単公共事業                           １，９５５ 

（国補事業対象外の道路、河川等の災害復旧事業、再度災害防止対策） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ３２，７０３ 

特別会計 ３，０１２ 

 

５ 債務負担行為                     

   １４件（来年度の公共工事の平準化を図るもの １３件、業務委託契約 １件） 
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６ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４２６，８３１  －  ４２６，８３１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４３，７８１  －  １４３，７８１  

地 方 譲 与 税 ５４，５１８  －  ５４，５１８  

地 方 特 例 交 付 金 ２，０００  －  ２，０００  

地 方 交 付 税 １９６，３６８  －  １９６，３６８  

交通安全対策特別交付金 ７３６  －  ７３６  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，１５１  ５  ８，１５６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８３８  －  １５，８３８  

国 庫 支 出 金 １７２，８１７  １，６４４  １７４，４６１  

財 産 収 入 １，９７２  －  １，９７２  

寄 附 金 １３２  ８  １４０  

繰 入 金 ４６，１５３  ２，００１  ４８，１５４  

繰 越 金 ５，０００  ６７８  ５，６７８  

諸 収 入 １４２，５１８  １８  １４２，５３６  

県 債 ８４，０４２  ２，２５１  ８６，２９３  

計 １，３００，８５７  ６，６０５  １，３０７，４６２  
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 ７ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６８１  －  １，６８１  

総 務 費 ４１，２７６  －  ４１，２７６  

企 画 開 発 費 １４，３３５  ２６  １４，３６１  

生 活 環 境 費 ８，５２７  ２６０  ８，７８７  

防災・危機管理費 ５，３７２  －  ５，３７２  

保 健 医 療 費 １３８，３１７  ２１６  １３８，５３３  

福 祉 費 １２７，５６０  ２，００１  １２９，５６１  

労 働 費 ２，７６０  －  ２，７６０  

農 林 水 産 業 費 ４１，６３５  ５６５  ４２，２００  

営 業 戦 略 費 ６，８７３  －  ６，８７３  

立 地 推 進 費 １９，７５５  －  １９，７５５  

商 工 費 １２３，３０６  ５６  １２３，３６２  

土 木 費 １００，２５４  ２，７４７  １０３，００１  

警 察 費 ６２，６２５  －  ６２，６２５  

教 育 費 ２５８，６４２  ２７８  ２５８，９２０  

災 害 復 旧 費 ９５７  ４５６  １，４１３  

公 債 費 １６２，３０９  －  １６２，３０９  

諸 支 出 金 １８２，６７３  －  １８２，６７３  

予 備 費 ２，０００  －  ２，０００  

計 １，３００，８５７  ６，６０５  １，３０７，４６２  
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Ⅴ 令和５年度９月補正予算案の追加提案の概要 

 

１ 基本的な考え方 

令和５年台風第１３号により県民の日常生活に甚大な影響が生じていることから、住宅の応急

修理などに必要な経費や、生活再建に向けた支援、被災した中小企業の負担軽減や社会福祉施設

等の復旧、公共土木施設の応急復旧など、緊急性が高い事業について、スピード感を持って予算

計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 
現計 

Ａ 

補正予算 

［既提出分］Ｂ 

補正予算 

［追加分］Ｃ 

補正後 計 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

一般会計 １，３００，８５７ ６，６０５ ２，０８４ １，３０９，５４６ 

・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

 （１）生活再建支援 

・ 災害救助費                               ４７８ 

（災害救助法に基づく避難所の設置や住宅の応急修理などの経費） 

新 災害弔慰金等補助事業                            ８ 

(災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく被災者の遺族への弔慰金の支給) 

・ 災害援護資金貸付事業                           ５７ 

（災害弔慰金の支給等に関する法律に基づく被災者への災害援護資金の貸付） 

  ・ 被災者生活再建支援補助事業                        ５５ 

(被災者生活再建支援法が適用とならない被災者に対する県独自の支援) 

・ 県災害見舞金支給事業                            ３ 

（被災者に対する県独自の見舞金の支給） 

・ 感染症予防医療法施行事業                          １ 

(感染症の発生予防やまん延防止のために市町が実施する消毒に対する補助) 

 （２）中小企業への支援 

・ 中小企業融資資金貸付金               【融資枠１，６９０】５６４ 

・ 中小企業信用保証料助成                          １４ 

・ 緊急対策融資利子補給事業                          １ 

（被災した中小企業に対する災害対策融資枠の拡充及び利子補給等） 
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 （３）その他の支援 

・ 社会福祉施設災害復旧事業                         ７０ 

（被災した認定こども園の復旧に対する補助） 

 （４）災害復旧事業 

・ 県単公共                                ７０１ 

（被災した道路、河川の応急復旧等） 

   新 県立学校校地等災害復旧事業                       １３３ 

     （被災した県立高等学校のグラウンドや法面の復旧等） 

 

４ 債務負担行為 

   ・中小企業融資資金貸付金 ２件（５０百万円） 

 

（注意）単位未満の四捨五入により、合計と各項目の足し上げが一致しない場合がある。 
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Ⅵ 令和 5年度予算上半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 5 年 9 月 30 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和 5年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 5 年 9 月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

426,830,705  225,548,558  52.8  

2 地 方 消 費 税 清 算 金 143,781,768  77,645,678  54.0  

3 地 方 譲 与 税 54,518,273  16,794,807  30.8  

4 地 方 特 例 交 付 金 2,000,000  1,938,767  96.9  

5 地 方 交 付 税 196,368,000  149,491,309  76.1  

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 736,000  304,594  41.4  

7 分 担 金 及 び 負 担 金 9,101,026  1,041,789  11.4  

8 使 用 料 及 び 手 数 料 15,837,577  6,344,102  40.1  

9 国 庫 支 出 金 214,112,653  34,564,362  16.1  

10 財 産 収 入 1,972,161  883,447  44.8  

11 寄 附 金 140,218  44,940  32.1  

12 繰 入 金 49,999,613  121,585  0.2  

13 繰 越 金 15,705,211  29,593,023  188.4  

14 諸 収 入 147,441,139  16,350,386  11.1  

15 県 債 130,222,200  27,067,100  20.8  

合      計 1,408,766,544  587,734,447  41.7  

43



＜令和 5 年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和 5 年 9 月 30 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,682,841  808,380  48.0  

2 総 務 費 41,405,600  15,142,168  36.6  

3 企 画 開 発 費 15,399,594  2,133,038  13.9  

4 生 活 環 境 費 11,471,324  2,715,645  23.7  

5 防 災 ・ 危 機 管 理 費 6,945,753  881,070  12.7  

6 保 健 医 療 費 143,099,469  46,835,791  32.7  

7 福 祉 費 133,095,928  37,043,771  27.8  

8 労 働 費 2,818,666  866,638  30.7  

9 農 林 水 産 業 費 52,417,538  12,959,095  24.7  

10 営 業 戦 略 費 10,189,273  3,544,920  34.8  

11 立 地 推 進 費 21,457,394  2,445,892  11.4  

12 商 工 費 123,954,887  90,364,533  72.9  

13 土 木 費 171,012,375  36,930,880  21.6  

14 警 察 費 63,064,453  27,210,146  43.1  

15 教 育 費 261,297,656  109,370,489  41.9  

16 災 害 復 旧 費 2,649,144  64,493  2.4  

17 公 債 費 162,309,295  57,778,796  35.6  

18 諸 支 出 金 182,672,581  91,989,164  50.4  

19 予 備 費 1,822,773  0  0.0  

合      計 1,408,766,544  539,084,909  38.3  
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２ 特 別 会 計 
特別会計の令和 5 年 9 月 30 日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質

及び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 5年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和 5 年 9 月 30 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

20,050,245  6,953,369  34.7  6,452,025  32.2  

公 債 管 理 160,318,272  48,495,536  30.2  59,626,523  37.2  

市 町 村 振 興 資 金 973,900  573,607  58.9  54,300  5.6  

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 2,276,749  2,740,092  120.4  600,580  26.4  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,719,328  1,277,263  34.3  1,316,922  35.4  

国 民 健 康 保 険 242,939,394  115,826,842  47.7  101,953,948  42.0  

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 314,774  266,748  84.7  25,212  8.0  

中 小 企 業 事 業 資 金 1,399,094  207,151  14.8  133,707  9.6  

農 業 改 良 資 金 371,407  375,829  101.2  314,233  84.6  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 91,343  159,527  174.6  3  0.0  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 71,353  347,331  486.8  35  0.0  

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 － － － － － 

港 湾 事 業 12,050,754  2,073,116  17.2  2,935,871  24.4  

都市計画事業土地区画整理事業 17,233,049  16,022,104  93.0  7,954,675  46.2  

合       計 461,809,662  195,318,515  42.3  181,368,034  39.3  
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Ⅶ 県民の県税負担の状況について

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和４年度の決算額は 4,213 億 5,940 万円となっており、その県民の皆さんの負担状況は次表のとおりです。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和４年度決算額 1 世帯当たり負担額 1 人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 291,056,417 239,398 102,889 

 う ち 県 民 税 124,246,668 102,195 43,921 

 うち自動車税(～R1.9) 

及 び 種 別 割 
52,624,132 43,284 18,603 

間 接 税 130,302,981 107,176 46,062 

 う ち 地 方 消 費 税 91,135,145 74,960 32,216 

計 421,359,398 346,575 148,951 

(注) 世帯数 1,215,783 世帯、人口 2,828,848 人（R5.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 
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Ⅷ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 
県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 5年 9月 30 日現在の県債現在高は、一般会計 2兆 1,895 億 8,939 万円、特別会計 1,109 億 2,216 万円です。 

 
＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 5年 9月 30 日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 5年 4月 1 日から 

令和 5年 9月 30 日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,192,776,301 111,502,600 114,689,512 2,189,589,389 

特  別  会  計 118,312,891 806,100 8,196,828 110,922,163 

合 計 2,311,089,192 112,308,700 122,886,340 2,300,511,552 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、その資金の不足を補うた

め借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和５年度上半期の一時借入金状況は、次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

4 － 4 － － 

5 － 5 － － 

6 － 6 － － 

7 － 7 － － 

8 － 8 － － 

9 － 9 － － 

合   計 － － － 

    

令和５年４月 1日から 

令和５年９月 30 日まで 
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Ⅸ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は、 次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和 5年 9月 30日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和４年度上半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
（令和５年３月３１日現在）

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,288,860.27 15,820,102.29 28,108,962.56 14,524,118.96 42,633,081.52 42,859,767.05 △ 226,685.53

建 物 ㎡ 705,529.89 2,969,622.18 3,675,152.07 87,651.30 3,762,803.37 3,763,742.77 △ 939.40

立　　　木 ｍ3 310,599.49 587.20 311,186.69 -                    311,186.69 311,186.69 0.00

か こ い 等 ｍ 143,300.40 429,918.44 573,218.84 893,196.97 1,466,415.81 1,584,963.92 △ 118,548.11

工 作 物 電 柱 類 本 266 142 408 2 410 410 0

門 ， 浄 化 槽
個 18,084 21,783 39,867 4,750 44,617 44,467 150

照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -                    5 5 0

航 空 機 機 1 -                    1 -                    1 1 0

地上権等 ㎡ 7,002,897.91 6,336.03 7,009,233.94 18,648.80 7,027,882.74 7,027,882.74 0.00

特許権等 件 -                    -                    -                    89 89 93 △ 4

株券、その他の有価証券等 円 -                    -                    -                    66,910,044,161 66,910,044,161 66,937,234,161 △ 27,190,000

（令和５年９月３０日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（立地推進部） 1 鹿島港北海浜第２期埋立地 △130,441.38㎡ 譲与△63,067.38㎡、時価額譲渡△67,374.00㎡

2 県帰属用地（造成替地） △4,247.18㎡ 時価額譲渡

建物

（土木部） 1 都和アパート17号棟 1,220.69㎡ 新築

（産業戦略部） 2 つくば創業プラザ △1,344.47㎡ 時価額譲渡

・令和５年４月１日から令和５年９月30日までの主な増減状況

・土地3,000㎡以上の増減を抽出（土地改良財産は4,000㎡以上、報告漏れは除く）

・建物500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

普
通
財
産
行
政
財
産
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２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和５年度上半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 
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基  金  名 前期末現在高 
今    期 

差引現在高 
積 立 額 取 崩 額 

 千円 千円 千円 千円 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 41,080,875 36,642,283 13,068 77,710,090 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,744,461 - - 1,744,461 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 - - 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 157,732,310 57,225 - 157,789,535 

 一 般 会 計 分 47,245,371 9 - 47,245,380 

 
特 別 会 計 分 ※ 
【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 110,486,939 57,216 - 110,544,155 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 - - - - 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
67,087 9,360 - 76,447 

茨 城 県 環 境 保 全 基 金 67,974 146 - 68,120 

茨 城 県 緑 化 基 金 59,131 71,716 36,267 94,580 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 79,550 5,374 - 84,924 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 904,640 1,210 - 905,850 

特 別 電 源 所 在 県 科 学 技 術 振 興 基 金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
1,690,934 - - 1,690,934 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 184,486 - - 184,486 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,840,526 - - 1,840,526 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 98,858 1,002 - 99,860 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
4,873,315 - - 4,873,315 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 820,344 23,890 - 844,234 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 2,143,550 69,508 - 2,213,058 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 619,013 112,616 - 731,629 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 234,140 39,499 - 273,639 

令和 5年 4月 1日から 

令和 5年 9月 30 日まで 
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茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 68,904 - - 68,904 

茨 城 県 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 14,767,321 50 2,784,589 11,982,782 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 24,005,883 - - 24,005,883 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,925,265 - - 2,925,265 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,001,350 37 - 3,001,387 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
2,447,751 - - 2,447,751 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,556,653 32 13,155 2,543,530 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 20,421,017 42,623 - 20,463,640 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 46,019 - - 46,019 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 145,370 2,115 - 147,485 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
3,483,956 3,992 - 3,487,948 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
36,165 3,065 1,929 37,301 

茨 城 県 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 

産 業 拠 点 創 出 推 進 基 金 
20,000,400 - - 20,000,400 

合 計 309,047,248 37,085,743 2,849,008 343,283,983 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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